









の監査業務及び当該機関の所掌事務にかかる司法捜査業務を行っている。監察総監は、これらの業務に加え、その任務として﹁所管行政の効率性、有効性及び効率性を推進し、横領と職権濫用を防止するように設計された活動のため リーダーシップと調整を行い、方針を勧告すること﹂が規定されており、これに基づいて、監査及び司法捜査 ように任務としては明記されて ない﹁監察・評価﹂ ︵

























































ssistant Secretary ︶級の﹁外交担当監察総監﹂ ︵
Inspector G






PL. 94-505 ︶ 。翌一九七七年には、エネルギー省にも設置されている︵


































































ents of 1988 ︶
により、大きな改正が行われている。その主な内容は、①監察総監を他の官職に異動又は免職を行う場合には、大統領又は機関の長は、その移動又は免職の
30日以上前に、処分理由とともに議会に通知しなければならない義
務規定、②給与水準 改善及び現金による賞与等 支給禁止、③独自の法律顧問からの助言、⑤予算要求における監察総監の権限強化、⑥監察総監室職員に関する人事権の拡大 ④監察総監の情報共有 ための﹁清廉性と効率性のための 察総監評議会﹂ ︵
C
ouncil of the Inspector G


















fﬁces of Inspectors G
eneral ︶の予算及び定員は、表三のとおりである。インテリジェンス組織









保健教育福祉省（Department of Health, Education and Welfare）
　［現在の保健福祉省（Department of Health and Human Services）］
1976











航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration）
小企業庁（Small Business Administration）
退役軍人庁（Veterans Administration）
　［1989年に退役軍人省（Department of Veterans Affairs）に改組］
1978
教育省（Department of Education） 1979
人工燃料公社（US Synthetic Fuels Corporation）［1985年廃止］
国務省（Department of State）
1980
国際開発庁（Agency for International Development） 1981
国防総省（Department of Defense） 1982
鉄道退職年金委員会（Railroad Retirement Board） 1983
情報局（US Information Agency）［1999年廃止］ 1986







連邦緊急管理庁（Federal Emergency Management Agency）
　［2003年国土安全保障省に統合］
原子力規制委員会（Nuclear Regulatory Commission）







　（Corporation for National and Community Service）















国土安全保障省（Department of Homeland Security）
2002
出典：Kaiser (2008), p.4, Table 1 に加筆。
注： 税務に関する財務省監察総監は、IG が設置されている組織体（財務省）の内部に、その所掌事








連邦準備制度理事会（Board of Governors, Federal Reserve System）
商品先物取引委員会（Commodity Futures Trading Commission）
消費者製品安全委員会（Consumer Product Safety Commission）
公共放送公社（Corporation for Public Broadcasting）
デナリ委員会（Denali Commission）
選挙支援委員会（Election Assistance Commission）




連邦住宅金融庁（Federal Housing Finance Agency）







公文書館（National Archives and Records Administration）
信用組合庁（National Credit Union Administration）
全米芸術基金（National Endowment for the Arts）
全米人文科学基金（National Endowment for the Humanities）
全米労使関係委員会（National Labor Relations Board）
全米科学財団（National Science Foundation）
国家情報長官室（Ofﬁce of Director of National Intelligence）
平和部隊（Peace Corps）
年金給付保証公社（Pension Beneﬁt Guaranty Corporation）
証券取引委員会（Securities and Exchange Commission）
スミソニアン機構（Smithsonian Institution）
アフガニスタン復興特別監察総監（Special IG for Afganistan Reconstruction）
イラク復興特別監察総監（Special IG for Iraq Reconstruction）
不良資産救済プログラム特別監察総監
　 （Special IG for Troubled Asset Relief Program）
議事堂警察（U.S. Capitol Police）
国際貿易委員会（U.S. International Trade Commission）
郵政公社（U.S. Postal Service）





空間情報局（National Geospatial-Intelligence Agency）、国家偵察局（National Reconnaissance 





省　　庁　　名 予算額（米ドル） 常勤換算官職数 
農務省 88,725,000  630.00 
国際開発庁 46,500,000  188.00 
アメリカ鉄道旅客公社 19,000,000  107.00 
アパラチア地域委員会 611,000  3.00 
議事堂建築監 1,886,000  7.00 
中央情報局 非公表  同左 
商務省 27,000,000  155.00 
商品先物取引委員会 1,098,000  4.00 
消費者製品安全委員会 800,000  6.00 
全国・地域サービス公社 7,700,000  28.00 
公共放送公社 1,268,000  10.00 
デナリ委員会 417,932  1.00 
国防総省 288,100,000  1,554.00 
教育省 60,053,000  287.00 
選挙支援委員会 1,821,000  3.00 
エネルギー省 51,900,000  269.00 
環境保護庁 54,696,000  336.00 
雇用機会均等委員会 1,891,635  10.00 
輸出入銀行 2,500,000  10.00 
農業金融局 1,057,703  5.00 
連邦預金保険公社 37,900,000  130.00 
連邦通信委員会 5,827,783  45.00 
連邦選挙委員会 1,116,762  6.00 
連邦住宅金融庁 2010年10月発足のためデータなし
 同左 
連邦労使関係院 372,084  1.35 
連邦海事委員会 762,000  3.00 
連邦準備委員会 19,289,055  54.00 
連邦取引委員会 1,100,000  5.00 
会計検査院 824,096  不明 
政府印刷局 5,800,000  23.00 
共通役務庁 60,080,000  313.00 
保健福祉省 282,274,000  1,582.00 
国土安全省 129,874,000  632.00 
住宅都市開発省 125,000,000  684.00 
₄₇巻２号　（₂₀₁₃. １）　（　　）42
論　　説
内務省 48,590,000  291.00 
司法省 84,368,000  451.00 
労働省 84,341,000  420.00 
法律支援公社 4,200,000  25.00 
議会図書館 2,907,334  17.00 
航空宇宙局 36,400,000  194.00 
公文書館 4,100,000  23.00 
信用組合庁 3,200,000  9.00 
全米芸術基金 601,609  3.00 
全米人文科学基金 693,600  5.00 
全米労使関係委員会 1,281,700  6.00 
全米科学財団 14,000,000  76.00 
原子力規制委員会 10,860,000  58.00 
国家情報長官室 非公表  同左 
人事管理庁 22,564,000  132.00 
平和部隊 3,919,200  17.80 
年金給付保証公社 5,655,745  19.00 
郵便規制委員会 467,000  2.00 
鉄道退職年金委員会 8,186,000  53.00 
小企業庁 17,300,000  110.00 
証券取引委員会 4,300,000  19.00 
スミソニアン機構 2,853,000  19.00 
アフガニスタン再建特別監察総監 23,000,000  80.00 
イラク再建特別監察総監 30,000,000  100.00 
不良債権買取プログラム特別監察総監 48,400,000  135.00 
社会保障庁 102,682,000  583.00 
国務省 54,000,000  220.00 
税務に関する財務省監察総監 149,000,000  820.00 
運輸省 74,839,000  438.00 
財務省 26,700,000  139.00 
テネシー川流域開発公社 19,000,000  104.00 
議事堂警察 1,493,318  4.00 
国際貿易委員会 600,000  5.00 
郵政公社 244,400,000  1,106.00 
退役軍人省 107,000,000  554.00 






























 〇〇九会計年度：初めて、監察総監コミュニティ全体 評価者会議を主催した。 議では、新規及び熟練の評価者の評価技能を高めることとともに、監察総監コミュニティ全体に一貫した基準を適用することを強調した。
二























・事実情報及び分析情報の提供・業績の測定・適用されうる法、行政規則及び／又は政策の遵守の決定・より良く活用されるべき剰余及び資金の特定・ベスト プラクティスや成功を約束するアプローチ 共有・横領、無駄、職権濫 及びマネジメント上の誤りに関する申立ての審査　
各省庁の監察及び評価機能は、その独自のミッションに合わせて作られている。監察業務と評価業務を区別し




























1995 1999 2003 2007 2010
監察・評価を実施している監察
総監室数
n/a n/a 40 31 42
評価担当部局を内部に有する監
察総監室数
19 15 26 25 35
常勤換算職員数 n/a 415 528 603 822
年間予算（有効回答平均、米ド
ル）
n/a 2,424,000 2,655,789 3,953,068 n/a
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Light (1993), p.25 参照。
︵
4︶  
Light (1993), pp.28-30 参照。この官職は国務省に置かれ、実務上は
“ Inspector G
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ppendix Sec. 3 (d)(Inspector G
eneral A
























Light (1993), p. 197 参照。アメリカの政府会計の教科書
では、業績監査に関する記述は全八百頁のうち一〇頁余りである。
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Light (1993), pp. 194-199 参照。
